
（環境省30ー㉖）

基準年度 目標年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

- - - - - - －

872336% 899,144 895,010 集計中

- - - - - - -

2(6) 1(7) 5(1２) ０（12）

726,000 733,000 686,000 747,000 － － －

733,740 686,427 747,747 集計中

349,325 369,978 380,419 378,325 － － －

366,335 376,652 374,579

- - - - - - －

11 11 11 11

－ － － － － － -

11 11 11 11

- - - - - － 1000万人

- 490万人 564万人 600万人

当初予算額

27年度 28年度 29年度 30年度

(1)
エコツーリズム総合推進事
業費
（平成16年度）

24百万円
（21百万円）

15百万円
（8百万円）

15百万円
（６百万円）

7百万円
2

平成30年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 5-5.自然とのふれあいの推進 担当部局名

自然環境局
国立公園課
国立公園課利用推進室
自然環境整備課

　　　作成責任者名
　　　　(※記入は任意）

国立公園利用推進室長
西村　学
自然環境整備課長
池田　幸士
国立公園課長
田中　良典

施策の概要
豊かな自然とのふれあいや休養などの国民のニーズに応えるため、持続可能な自然資源の保全を図りつつ、安全で快
適な自然とのふれあいの場の提供やふれあい活動をサポートする人材の育成を行う。

政策体系上の
位置付け

5.生物多様性の保全と自然との共生の推進 

達成すべき目標
安全で快適な自然とのふれあいの場を提供しつつ、ふれあい活動をサポートする人材を育成す
ることでエコツーリズムを推進し、自然とのふれあいの質の向上を図る。また、貴重な自然資源
である温泉の保護と適正な利用を図る。

目標設定の
考え方・根拠

自然公園法
エコツーリズム推進法
エコツーリズム推進基本方針
温泉法

政策評価実施予定時期 平成30年6月

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績値

自然とのふれあいの機会を増加させるため、自然公園の年間利用者数を評価する。

2
エコツーリズム推進法に基
づく全体構想の認定数（括
弧内は総数）

- 20年度 （47） 40年度
全体構想の認定数が増加することは、エコツーリズムの推進に直接的に結びつ
き、自然と人の共生について国民の意識の向上を図ることに繋がる。

1
自然公園の年間利用者数の
推移（千人）※暦年

- - - -

国立公園・国民公園年間
利用者数の推移（千人）

- -
前年度比１%

増
-

3 温泉の自噴湧出量（Ｌ/分） 651,265 昭和45年度
前年度の水
準を維持

温泉資源が保護され、適正に利用されているかは自然の産物である「温泉の自噴
湧出量」を把握することで定量的に把握することが可能となるため。

自然とのふれあいの機会を増加させるため、国立公園・国民公園の年間利用者数
を評価する。

自然環境の保全や消失・変容した自然生態系の再生を図るため、国立公園におけ
る自然再生事業推進のための実施計画数を評価する。

6
国指定鳥獣保護区におけ
る保全事業実施計画数

- - 12 32年度
自然環境の保全や消失・変容した自然生態系の再生を図るため、国指定鳥獣保
護区における保全事業実施計画数を評価する。

5
国立公園における自然再
生事業推進のための実施
計画数

- - 16 32年度

-

4

＜達成手段の概要＞
エコツーリズム推進法に定められている国の責務である全体構想の認定、周知、技術的助言、情報収集、広報活動等を所管省庁と連
携して実施する。
＜達成手段の目標＞
エコツーリズム推進全体構想認定数が各都道府県に１以上となるよう、エコツーリズムの推進を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
エコツーリズムの推進を図ることで、持続可能な利用が図られる「自然と共生する社会」の実現に寄与する。

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）
関連する

指標
達成手段の概要等

平成30年
行政事業レビュー

事業番号

7
国立公園訪日外国人利用
者数

490万人 27年度 1000万人 32年度
・政府の「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき実施している「国立公園満喫
プロジェクト」において、2020年に1000万人の目標を掲げているため。

別紙１



(2)
自然公園等事業費等
（平成6年度）

 8,426百万円
（8,092百万

円）

7,985百万円
（7,536百万

円）

15,341百万
円

（15,341百万
円）

7,091百万円 4,5,6 

(3)
温泉の保護及び安全・適
正利用推進事業
（平成18年度）

19百万円
（18百万円）

 24百万円
（15百万円）

 23百万円
（17百万円）

19百万円 3

(4)
自然公園等利用ふれあい
推進事業
（平成19年度）

10百万円
（9百万円）

 10百万円
（9百万円）

10百万円
（9百万円）

9百万円 1,4    

(5)

国立公園におけるユニ
バーサルデザインプロジェ
クト事業
（平成28年度）

-
 40百万円

（44百万円） 0 0 1,4    

(6)

国立公園満喫プロジェクト
推進事業
（平成28年度補正）

-
51百万円
（50百万

円）

５４７百万
円

（４０８百万
円）

380百万円 1,4,7 223

8,479百万円
(8,140百万円)

8,125百万円
(7,662百万円)

15,936百万円
(15,781百万

円）
7,50６百万円

＜達成手段の概要＞
国立公園等において自然環境の保全や消失・変容した自然生態系の再生を図るとともに、国立公園等の保護上及び利用上重要な事業
（登山道、避難小屋、木道、植生復元施設、山岳トイレ等の整備）並びに国民公園等の施設整備を実施し、維持管理を行うもの。
＜達成手段の目標＞
国立公園等における優れた自然風景地等の保護と、利用の増進を図る。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
自然公園等事業を通じて、国立公園等における優れた自然風景地等の保護と利用を図るとともに、安全で快適な自然とのふれあいの
場の提供に寄与する。

＜達成手段の概要＞
温泉の保護や可燃性天然ガスによる災害の防止、温泉の適正利用等、温泉法の適正な執行を図るための調査を行う。
＜達成手段の目標＞
温泉法に基づき都道府県等が行う許可の判断基準等に関連する事項を策定し、技術的助言を実施することにより、温泉の保護及び適正な利用を推
進する。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
当該事業を通じて、温泉の保護、可燃性天然ガスによる災害の防止、温泉の適正利用を推進するとともに、安全で快適な自然とのふれ
あいの場の提供に寄与する。

<達成手段の概要>
国立公園等において、重点推進期間等における自然とのふれあい行事を実施するとともに、利用者指導等をおこなう自然公園指導員及
び自然解説等をおこなうパークボランティアの技術向上のために研修等を実施する。
<達成手段の目標>
自然とのふれあいの機会・情報の提供等により、自然環境保全に関する理解の深化、各種取組への意欲の増進、適正利用の促進等を
図る。
<施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容>
自然とのふれあいの機会及び情報提供等は直接的に自然とのふれあいを推進することに寄与する。

<達成手段の概要>
ICTを活用した情報発信の充実や、ビジターセンター職員等に対する研修等の実施により国立公園のユニバーサルデザイン化を図る。
<達成手段の目標>
訪日外国人や高齢者及び障がい者など、誰もが快適に過ごせる国立公園となるよう、ソフト面でのユニバーサルデザイン化を図る。
<施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容>
国立公園の魅力向上により、利用者数の増加をはじめ、地域の観光振興・活性化に寄与する。

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

施政方針演説、生物多様性国家戦略2012-2020、未来投資戦略2017、観光ビジョン実現プログラム2017

＜達成手段の概要＞
政府の「明日の日本を支える観光ビジョン（平成28年3月）」に基づき、国立公園を世界水準の「ナショナルパーク」としてブランド化するた
め、「国立公園満喫プロジェクト」として、まずは８箇所の国立公園で、保護すべきところは保護しつつも、利用の推進を図るための取組を
先行的、集中的に推進する。また、８公園の個々の事例やノウハウを他の公園に情報提供するなどして横展開する。
＜達成手段の目標＞
 2015年に490万人であった訪日外国人国立公園利用者数を2020年に1000万人にする。
＜施策の達成すべき目標（測定指標）への寄与の内容＞
国立公園の持続可能な利用を促進し、利用による地域への経済的効果の波及に伴い、地域に観光資源としての自然環境の価値を認識
してもらうことで、自然との共生の推進に寄与する。


